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1-1 研究の背景と目的  




の 2003 年 1 月の中位推計によれば，日本の人口は 2006 年の 1 億 3 千万人弱をピーク
に以降減少傾向に転じる。外国人労働者の受け入れ等の大胆な政策転換がない限り，
2050 年には約 1 億人，21 世紀末の 2100 年には約 6,400 万人 (参考推計 )と減少しつづけ
ることが予想されている (図 1-1)。65 歳以上人口の割合は，2006 年は 20.5％，2050 年














































































































































































応の現状を敷地規模別に点検する。 (4 章 ) 
4 章で分析した結果をもとに，相隣関係・街路側環境を含む市街地住環境に焦点を当
てて市街地立地マンションとして特徴的な数例を選出し，計画決定の経緯や計画に係る


















































































(2) ヒアリング調査  
マンション建築に対する地元住民の対応をみるために，まちづくり協議会役員へのヒ
アリングを行った。ヒアリング項目は「ⅰ .個別マンションについて」，「ⅱ .地区計画あ
るいはまちづくり協定策定の経緯」，「ⅲ .その他」である。  
ヒアリングは各調査対象地区において 2～3 回ずつ実施した。  
 
(3) 調査対象  
本研究の調査対象地区は，研究目的に照らし合わせて，阪神間地域の成熟段階にある
既成住宅市街地から選出した。選出条件は以下の通りである。  
①  戦前に基盤整備がなされている  
②  震災後に都市計画事業等の復興事業の対象となっていない  
③  震災後に個別敷地のマンション化が進行している  
④  住民によるまちづくり活動が活発であり，まちづくり協議会が結成されている  
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⑤  比較対照のために，街づくり活動が全くなされていない地区も含める  
⑥  基盤整備によるマンション化の差異をみるために，街区寸法の異なる地区から選出
する  
⑦  条例・指導要綱によるマンション化の差異をみるために複数の自治体から選出する  
 
以上の選出過程を経て，西宮市から 2 地区，神戸市東灘区から 1 地区，同灘区から 1
地区の合計 4 地区を選出した。図 2-1 は，調査対象地区の位置図である。  





第 1 種住居地域 (以下併せて住居系地域と省略する )及び近隣商業地域 (以下近商地域と省
略する)であり，指定容積率は 200～300％である。各地区とも住居系地域が主で，近商
地域は幹線道路沿道の指定である。  
各調査対象地区のまちづくり活動の現状をみると，K 地区 (9.4ha)，Y 地区 (17.7ha)，
F 地区 (20.1ha)ではまちづくり協議会が結成されているが，T 地区 (3.3ha)では結成され
ておらず，今のところ予定もない。また，K 地区・Y 地区では地区計画が決定されてお
り，F 地区ではまちづくり協定が締結されている。  
資料調査は西宮市と神戸市の 2 市を対象とし，ヒアリング調査は，まちづくり協議会

















図 2-1 調査対象地区位置図  
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用いた資料は，｢西宮市の環境 昭和 49 年版～平成 10 年版｣(西宮市 )及び｢神戸市広報｣





1) 西宮市  
マンション問題への対応は早く，｢中高層建築物の建築に関する指導要綱｣が 1973 年
に施行され，これが｢西宮市環境保全条例｣（1997 年）で条例化されている。ここでは，


































合，敷地面積が 500 ㎡以上必要とされ，500 ㎡未満敷地が多い住宅市街地の中高層化に
一定の秩序を与えている。  
震災後にはマンション紛争の頻発に対して，1998 年 4 月に既存不適格の発生にもかか
わらず，第 1 種高度地区 (絶対高さ 15m)の指定範囲拡大などの高度地区の指定を強化し
ている。  









　　　　　       S＜500㎡：10m未満かつ階数4未満〈条〉 　　         S＜500㎡：10m未満かつ階数4未満〈条〉
近商…20m以下〈地〉 近商…30m以下(住居系との境界30mは20m以下)〈地〉
壁面後退 住居系…S≧500㎡：道路境界1.5m以上・隣地境界1m以上 住居系…S≧500㎡：1m以上、S＜500㎡：0.5m以上













































































2-3 地元住民の対応  








































































1) K 地区  
1988 年に K 町自治会によって自主協定が策定されている。その内容は原則として地
区内で 4 階建て以上の建物及びワンルームマンションの建設を認めないというものであ
った。震災後のマンションの急増に対応するため，K 町自治会を母体として 1997 年に
まちづくり協議会が発足し，2000 年に地区計画を定めた。地区計画では，市条例の中高
層建物の建築基準に係らない 500 ㎡以上の敷地に対しても住居系地域 12m，近商地域
20m という建物の最高高さ制限を設けるなど，他の 3 地区に比して厳しい規制を設けた。 
2) Y 地区  
震災前後の近商地域の相次ぐ高層マンション化をきっかけに，近隣の 12 の自治会を
母体に 1995 年にまちづくり協議会が発足し，1998 年に地区計画を定めた。K 地区同様
に 500 ㎡以上の敷地に対して 12～30m という建物の最高高さ制限を設けた。  
3) F 地区  











































































































(1) 調査概要  
マンション開発企業の企画・設計担当者に対してヒアリングを行った。1 対象者当た
り要した時間は，およそ 1 時間から 1 時間 30 分である。ヒアリングは 2002 年 6 月から





ての意見｣(①現行法規制・行政指導への意見，②将来に向けての意見 )とした。  
 
(2) 調査対象企業  
調査対象企業は，調査対象地区内においてマンションを企画・設計している企業を中
心に，阪神間で実績のある企業から選出した。担当部門 (企画 P・設計 D)，主たる業務内
容(分譲 s・賃貸 r)，事業規模 (全国展開 b・地域限定ℓ)を勘案して 8 社 9 部門を対象とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3-1 調査対象企業 単位：部門数
事業規模・事業内容
担当部門 全国展開(b) 地域限定(ℓ) 全国展開(b) 地域限定(ℓ)
企画部門(P) 1 3 1 1 6
設計部門(D) 1 ― ― 2 3










































企画(P) 設計(D) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 設計(D) 設計(D)
Psb Dsb Psℓ-1 Psℓ-2 Psℓ‐3 Prb Prℓ-1 Drℓ-1 Drℓ-2
(1) 商品企画と事業収支
①事業収支
a.組織的展開 ○C1 ― ― ― ― ― ― ― ―
b.より厳しいチェック ○ ○C2 ― ○ ― ― ●C5 ― ―
c.共同建替･定借事業 ― ― ◎ ― ― ― ― ― ―
②設計委託
a.主導権は企画側 ○ ― ― ― ― ● ― ― ―
b.委託先固定 ― ― ― ○ ○ ● ― ― ―
c.設計者主導 ― ― ― ― ― ― ― ― ●C6
③賃貸マンション経営
a.特殊物件 ● ― ― ― ― ― ― ― ―
b.積極的自社所有 ― ― ●C3 ― ― ― ― ― ―
c.消極的自社所有 ― ― ― ― ●C4 ― ― ― ―
d.相続対策･安定収入 ― ― ― ― ― ● ― ― ―
(2) 立地選定
④需給バランス ○ ― ○C7 ― ― ― ― ― ―
⑤位置
a.駅勢圏 ― ○ ◎ ― ○ ― ● ― ―
b.集客域 ○ ― ○C8 ― ― ― ― ― ―
c.土地柄･校区 ― ― ○ ― ○ ― ● ― ●
d.高容積地域回避 ― ○ ○C9 ― ― ― ― ― ―
e.問題発生予想地回避 ○ ― ○ ― ― ― ― ― ―
⑥接道 ― ○ ○ ― ○ ― ― ― ―
(3) 敷地規模･形状と建物ヴォリューム･住戸規模
⑦敷地規模
a.適正規模 ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ―
b.資金力の限界 ― ― ― ○C10 ― ― ― ― ―
c.小規模･不整形が多い ― ― ― ○ ― ●C13 ― ― ―
⑧敷地形状と建物ヴォリューム
a.東西方向整形が良い ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ―
b.容積消化第一 ― ― ― ○ ― ● ― ○ ●
c.浅い奥行なら北接道 ― ― ― ― ― ― ― ◎C11 ―
d.容積消化第一でない ― ― ― ― ― ― ● ●C14 ―
e.ｵｰﾅｰの資金力による ― ― ― ― ― ● ― ― ●
⑨住戸規模
a.規模設定 ― ― ● ― ◎C12 ― ― ― ―
b.価値基準の変化 ― ― ― ― ― ― ― ◎C15 ―
(4) グレードの設定
⑩設定基準
a.商品企画との兼合い ― ○C16 ― ― ― ― ― ― ―
b.企業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ優先 ― ― ― ○ ○ ― ― ― ―
c.地域適応 ○ ― ○C17 ○ ― ● ― ◎ ●
d.オーナーのニーズ ― ― ― ― ― ●C19 ― ― ―
⑪建設コスト
a.コスト上昇との兼ね合い C18○ ― ― ○ ― ― ― ― ―
b.分譲の方が色々できる ― ― ― ― ― ― ― ○C20 ―
c.賃貸の方が色々できる ― ― ― ― ― ― ― ― ●
(5) 差別化のポイント
⑫これまでのポイント(住宅設備)
a.住宅設備がﾎﾟｲﾝﾄ ― ― ― ○C21 ○ ●C24 ― ― ―
b.住宅設備はﾎﾟｲﾝﾄでない ○ ○ ― ― ― ― ● ― ―
⑬新たなポイント(建物仕様)
a.スパン･階高･逆梁 ○C22 ― ○ ○ ― ― ― ◎ ―
b.配管設備 ― ― ○ ― ― ― ― ― ―
⑭その他
a.外観･ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ ○ ○ ― ― ○ ― ● ― ―
b.防犯 ― ○ ― ― ― ― ● ― ―
c.品格表示 ○ ― ― ― ○ ― ― ― ―
d.共用部充実 ― ― ○C23 ― ― ― ― ◎ ―













である。表 3-3～表 3-７は調査対象者の具体的な回答である注１）。  
 
 








































の例もみられた (②c)〈C6〉。  
 













が最大のポイントとなる｣というように厳しく立地が選定される (⑤a)。  
 



















しいとされる (⑧c)〈C11〉。住戸規模の設定は，住宅金融公庫の融資枠が増える 75 ㎡以上







ない住戸内空間の価値基準がみられ始めている (⑨b)〈C15〉。  
 



































という指摘もあった (⑪c)。  
 









































3-3 近隣関係・街路環境への設計上の対応  
表 3-8 は，近隣への配慮・駐車場・街路景観への設計上の対応についてのヒアリング
結果を表 3-2 と同様の方法で調査対象者別にまとめたものである。表 3-9～表 3-11 は調
査対象者の具体的な回答である注１）。  
 









































企画(P) 設計(D) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 設計(D) 設計(D)




ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ保護を要求 ― ― ○C26 ○ ○ ― ― ◎C27 ―
b.事業成立の範囲で対応 ― ― ○ ○ ― ● ● ― ●
②近隣説明
a.建主の人間関係を配慮 ― ― ― ― ― ― ― ― ●C29
b.近隣とはもめる ― ○ ○ ○ ○ ●C30 ― ◎ ―
c.まちづくり協議会とは
もめない ― ○C28 ○ ― ― ― ― ― ―
d.地域貢献 ― ● ● ― ― ― ― ― ―
③地区計画
a.地区計画は守れば良し ― ○ ○ ― ― ● ― ― ―
b.地区計画＝住環境良 ○ ― ― ― ― ― ― ― ―
(2) 駐車場
④設置率
a.100％設置が目標 ― ○ ― ○ ○ ● ― ― ―
b.市条例等の設置基準が目標 ○ ― ○C31 ― ― ● ● ◎ ●
⑤駐車場余り ― ― ○ ○ ○C32 ― ― ― ―
⑥機械駐車等
a.平面駐車が無理な時に導入 ― ○ ○ ○ ○ ― ● ― ―
b.ハイルーフ対応 ○ ― ― ○ ― ― ● ― ―
c.地下駐車はコスト的に無理 ― ○ ― ― ○ ― ― ― ―
d.機械騒音が嫌われる ― ― ― ― ― ― ●C34 ◎ ―
⑦ニーズ等
a.不足時は周辺の月極で補完 ― ― ― ○C33 ― ― ― ― ―
b.付加価値として設置 ― ○ ― ― ― ― ― ◎ ―
c.串刺し駐車･各戸駐車 ○ ― ― ― ― ― ― ◎C35 ―
(3) 街路景観
⑧建物外観
a.地域との調和 ― ― ○ ○C36 ○ ●C37 ● ― ―
b.企業ブランド優先 ○C38 ― ― ○ ― ― ― ― ―
c.ﾃﾞｻﾞｲﾝによる付加価値 ― ― ― ― ― ― ― ◎C39 ●
⑨外構･緑化
a.地域との調和 ○ ― ○ ○ ○ ― ― ― ●
b.駐車場等の処理 ○ ― ― ○ ― ― ― ― ●
c.屋外空間は残余空間 ― ― ― ― ― ― ― ◎ ―
d.行政指導対応 ― ― ― ― ○ ● ― ― ―











ともある (②d)。  
 













るという地域限定型開発事業者もある (⑦a)〈C33〉。  
 賃貸マンションでは市条例等の駐車場設置基準確保にとどめるのが一般的である (④
b)。また，ランニングコスト等の関係から機械駐車設置を避けるようにするが，設置す

























るが，これに対しての近隣からの苦情はないという (⑦c)〈C35〉。  
 





































ドスケープ専門のデザインチームをつくったという開発事業者もある (⑨e)〈C40〉。  
 
 
3-4 既成市街地住環境形成に向けての意見  
表 3-12 は現行法規制・行政指導への意見及び市街地住環境形成の将来に向けての意見
についてのヒアリング結果を，表 3-8 と同様の方法で調査対象者別にまとめたものであ
る。表 3-13，表 3-14 は調査対象者の具体的な回答である注１）。  
 
(1) 現行法規制・行政指導への意見  
開発事業者は現行の一般法規制を「何を言ってもしかたがない」ために前提条件とう
けとめており，問題点を指摘する声は少ない (①)。その中で，住居系地域における容積







定資産税を上げれば，虫喰い状の遊休地が活用される」 (③b)といった意見があった。  
地区計画やまちづくり協定に対しては，街並みの整備にはよいとする肯定的な意見が
ある一方 (④a)，これに従っても隣地住民からの反対にあうのでは意味がないとする不満























う意見があった (④e)〈C48〉。  
その他に日本の相続税制度が街並みを壊しているという指摘もあった (④f)。  
 





「民間主導」がよいとするのは調査対象者 1/9 者（「9 者のうちの 1 者」の意。以下同





企画(P) 設計(D) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 企画(P) 設計(D) 設計(D)
Psb Dsb Psℓ-1 Psℓ-2 Psℓ‐3 Prb Prℓ-1 Drℓ-1 Drℓ-2
(1) 現行法規制･行政指導への意見
①あきらめ・前提条件 ○ ― ― ○ ― ○ ― ― ―
②苦言
a.容積率高すぎる ― ― ― ― ― ― ― ― ○C41
b.行政の対応遅い･悪い･
不合理
○ ― ― ○C42 ○ ― ― ― ○C43
c.自治体間で規制の不統一 ― ― ― ○ ― ○ ― ― ―
d.現状に則さない規制有 ― ― ― ― ― ― ○C44 ― ―
③提言
a.緑化･空地確保誘導策 ○ ○C45 ― ― ― ― ― ― ―
b.遊休地の固定資産税
引き上げ
― ― ― ― ― ― ― ― ○
④規制強化とその矛盾
a.地区計画の有効性 ― ― ○ ― ― ― ― ― ―
b.地区計画守っても苦情有 ― ― ― ○C46 ○ ― ― ― ―
c.近隣住民の認識不足 ― ― ― ○ ― ― ― ― ―
d.厳格なゾーニング ― ― ○ ― ○C47 ― ― ― ―
e.規制強化は財産権侵害 ― ― ○C48 ― ― ― ― ―
f.相続税が街並破壊 ― ― ― ― ― ― ― ○ ○
(2) 将来に向けての意見
⑤民間主導
a.賛成 ○C49 ― ― ― ― ― ― ― ―
b.反対 ― ○ ○ ― ○ ○ ― ― ―
c.どちらともいえない ― ― ― ― ― ― ○C50 ― ○
⑥行政主導
a.賛成 ― ○ ― ― ― ○C51 ― ― ―
b.反対 ○ ― ○ ― ○ ― ― ○ ―
c.どちらともいえない ― ― ― ○C52 ― ― ○ ― ○
⑦その他
a.新たなまちづくり体制 ― ― ― ○ ― ― ○C53 ― ―
b.地区のグランドデザイン ― ― ○C54 ― ― ― ― ― ―
c.生活者マナー規制 ― ― ○C55 ― ― ― ― ― ―








































































































































































































































































1) 文中の ( )内の丸数字とアルファベットからなる記号は，表 3-2，表 3-8，表 3-12 のヒア
リング内容の分類記号に対応しており，〈 〉内の記号番号は表 3-3～表 3-7，表 3-9～表 3-11，
















4-1 調査概要  





分析には 1978 年版・1994 年版・2001 年版の 3 時点における住宅地図 (ゼンリン )及び各
住宅地図発行年に最も近い各自治体発行の市街地図 (1/2500)を用いた。1970 年代後半









西宮市 K 地区の調査は 2000 年 6 月，Y 地区は同 7 月に行い，2001 年 6 月に両地区で
追加調査を行った。神戸市東灘区の F 地区は 2001 年 11・12 月，灘区の T 地区は 2002
年 6 月に行った。  
 
(3) 調査対象地区の概要 
図 4-1 は，調査対象地区 4 地区の建物の位置を住宅形式別に表したものであり，表 4-1
は住宅形式の構成を棟数比と戸数比で集計したものである。住宅形式の構成を棟数比で
みると，｢民間マンション｣の割合が最も高いのは神戸市灘区 T 地区の 34％であり，同東
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K地区 84.9 0.8 3.8 89.5 9.2 - 1.3 10.5 238棟
(31.8) (1.9) (13.1) (46.8) (45.0) (－) (8.2) (53.2) (635戸)
Y地区 83.7 1.7 2.4 87.7 11.2 0.4 0.6 12.3 465棟
(26.3) (1.6) (5.3) (33.2) (54.9) (9.7) (2.2) (66.8) (1478戸)
F地区 73.2 2.9 4.0 80.2 15.8 0.8 3.2 19.8 373棟
(13.7) (1.6) (4.8) (20.0) (55.2) (19.7) (5.1) (80.0) (1999戸)
T地区 61.4 - 4.3 65.7 34.3 - - 34.3 70棟
















評価は，外観の目視により凡例にあるように 4 段階区分で評価されている。図 4-3(1)及
び図 4-3 (2)は 1978 年・1994 年・2001 年の 3 時点におけるマンション化の状況である。  
 
図 4-2 調査対象地区の被災状況  
出典：｢阪神・淡路大震災被害実態緊急調査  被災度別建物分布状況図｣ 
      (日本都市計画学会関西支部・日本建築学会近畿支部都市計画部会，1995) 
K 地区  
Y 地区  
T 地区  
























































図 4-3(2) 中高層マンション化の経緯 図 4-3(2) 中高層マンション化の経緯
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(1) 基盤整備  
調査対象地区 4 地区は戦前に基盤整備されている。K 地区・F 地区は土地区画整理，
Y 地区・T 地区は耕地整理である。但し，T 地区は戦災復興土地区画整理もなされてい




(2) 街区敷地割りの変遷  














1978年 1994年 調査時 1978年 1994年 調査時 1978年 1994年 調査時 1978年 1994年 調査時
総街区数 15 15 15 16 16 20(*1) 30 30 30 6 6 6
街区敷地割り形状の転換*2
背割街区 5 7 1 4 3 5 2 5
袋小路・旗竿街区 6 4 4 3 8 6 3 1
細街路分割街区 - - 10 9 3 3 1 -
大割り街区 1 1 1 4 9 9 - -
一敷地街区 3 3 - - 7 7 - -























0/15街区 4/16街区 11/30街区 3/6街区
 41 
長方形街区の奥行寸法 45ｍに対して小規模敷地が多く，｢袋小路・旗竿街区｣が 15 街区
のうち 6 街区 (以下 6/15 街区と表記する )と多数発生していた。｢一敷地街区｣3 街区のう












3）F 地区  
1970 年代後半には，2F アパート・長屋を多く含む低層住宅と低層公的住宅群により，





4）T 地区  
1970 年代後半には，半数の街区が 2F アパート・長屋を含む低層建物の裏敷地をもつ
｢袋小路・旗竿街区｣(3/6 街区 )であった。震災で半数以上の建物が全壊又は大破となった
街区数は 3/6 街区であった。震災後のマンション化や月極駐車場化により｢袋小路・旗竿






4-2-2 マンション化の経緯  
 
(1) 棟数の推移  
震災の直前には各地区とも住宅地として成熟段階に達しており，マンション化も進行
しつつあった。1978 年と 1994 年のマンション棟数を比較すると，K 地区 2 棟→14 棟，
 42 
Y 地区 11 棟→32 棟，F 地区 20 棟→41 棟，T 地区 6 棟→11 棟と各地区で大幅に増加し
ていた。  
震災によって倒壊したマンション及び震災後に取り壊されたマンションは，Y 地区
(6/32 棟 )及び F 地区 (8/41 棟 )において多く，K 地区及び T 地区ではみられなかった。ま
た，取壊しマンションのうち Y 地区では 2 棟，F 地区では 3 棟が戸建や 2F アパートの
マンション以外の住宅形式で再建されている。  
震災直前の 1994 年と調査時のマンション棟数を比較すると，K 地区 14 棟→22 棟，Y




(2) 竣工時期別従前用途  
表 4-3 は現存マンションの従前用途を竣工時期別に集計したものである。1978 年以前
に竣工しているものは対象外である。  
震災前竣工事例は，いずれの地区においても｢一敷地｣の｢低層住宅｣や｢駐車場・空地｣
が主である。早くからマンション化が進行していた F 地区では｢複数建物 (敷地 )統合｣が
5 例と他に比してやや多く，｢分割｣によるマンション化もわずかにみられる。  
震災後竣工事例は，いずれの地区においても震災前より｢複数建物 (敷地 )統合｣が増え
ており，｢低層住宅｣又は｢月極駐車場｣を含んだものが多い。｢複数建物 (敷地 )統合｣は震
災の被害が大きかった地区で多く，特に T 地区では震災後竣工事例 13 例中 8 例が該当
する。F 地区では複数棟が建つ｢中高層共同住宅｣敷地の更新が 2 例あり (1 例はマンショ
ン，1 例は社宅 )，いずれも階数は従前より増えている。また各地区において半数程度あ










































K地区 - 6 1 - 8 15 3(2) - 1 - - 1 - - 5(2) 20
1995年～現在 - - 1 - 4 5 3(2) - - - - - - - 3(2) 8
1979～1994年 - 6 - - 4 10 - - 1 - - 1 - - 2(-) 12
Y地区 3 13 3 2 13 31 3(1) 4(3) 1(1) 1 - - 1(1) 1 11(6) 45
1995年～現在 3 5 3 1 5 14 3(1) 3(2) - 1 - - 1(1) 1 9(4) 26
1979～1994年 - 8 - 1 8 17 - 1(1) 1(1) - - - - - 2(2) 19
F地区 4 14 3 5 5 27 8(4) 3(2) 2(2) - 2(1) - 1(1) - 16(10) 47
1995年～現在 1 7 3 2 2 14 4(3) 2(1) 2(2) - 2(1) - 1(1) - 11(8) 26
1979～1994年 3 7 - 3 3 13 4(1) 1(1) - - - - - - 5(2) 21
T地区 - 3 - 2 4 9 4(4) 2(1) 1 - - 1(1) - 1 9(6) 18
1995年～現在 - 2 - 1 2 5 3(3) 2(1) 1 - - 1(1) - 1 8(5) 13
1979～1994年 - 1 - 1 2 4 1(1) - - - - - - - 1(1) 5
*1 ｢分割｣：一敷地を分割して一部がマンション化。　*2 ｢一敷地」：単一建物敷地又は単一空地がマンション化。　*3 ｢複数建物(敷地)統













害が軽微だった K 地区では｢低層住宅｣はみられない。Y 地区，F 地区では｢中高層共同
住宅｣が 3 例ずつあり，いずれもマンションの更新である。K 地区の 1 例は企業社員寮
の更新である。更新後の建物階数は従前と同じか増えている。｢分割｣によるマンション
化は Y 地区と F 地区で少数みられる。  
 
(3) 竣工時期別建物階数  
表 4-4 は現存マンションの建物階数及び敷地規模を竣工時期別に集計したものである。
震災前竣工事例は，西宮市の 2 地区では｢3 階｣が主であり，｢4,5 階｣が続く。｢6 階以上｣
は Y 地区の 3 例のみである。神戸市の 2 地区では｢4,5 階｣が主であり，｢3 階｣が続く。T
地区には｢6 階以上｣はないが，F 地区では 1978 年以前の 2 棟を含めて，震災前が 7 棟
ある。  
震災後竣工事例は，西宮市の 2 地区では｢3 階｣が多いが，｢4,5 階｣や｢6 階以上｣も増え
ている。K 地区の｢6 階以上｣の 2 例は幹線道路沿道に立地する。Y 地区の｢6 階以上｣9 例
のうち 8 例は近商地域に集中している。神戸市の F 地区の階数の分布は Y 地区と似てい
るが，F 地区では｢6 階以上｣も含めて全てのマンションが住居系地域に建てられている。
T 地区では｢3 階｣は少数で，｢4,5 階｣及び｢6 階以上｣が多く，近商地域での増加が著しい。  
 
(4) 竣工時期別敷地規模  
敷地規模注２）はⅰ )500 ㎡以上（以下，大規模），ⅱ )500 ㎡未満 300 ㎡以上（以下，中
規模），ⅲ )300 ㎡未満（以下，小規模）の 3 段階に区分した。「敷地面積 500 ㎡以上」は，
 　　　　　　　　　　　　   表4-4 竣工時期別階数と敷地規模 単位：事例数
3F 4F・5F 6F以上 計 小規模 中規模 大規模 計
K地区 14 6 2 22 9 8 5 22
1995年～現在 4 2 2 8 3 3 2 8
1979～1994年 10 2 - 12 5 5 2 12
1978年以前 - 2 - 2 1 - 1 2
Y地区 26 14 12 52 23 16 13 52
1995年～現在 11 6 9 26 8 8 10 26
1979～1994年 11 5 3 19 11 7 1 19
1978年以前 4 3 - 7 4 1 2 7
F地区 21 23 15 59 19 19 21 59
1995年～現在 10 8 8 26 8 9 9 26
1979～1994年 8 8 5 21 7 7 7 21
1978年以前 3 7 2 12 4 3 5 12
T地区 4 14 6 24 12 9 3 24
1995年～現在 2 5 6 13 4 6 3 13
1979～1994年 - 5 - 5 3 2 - 5








て駐車場設置緩和に係る面積であり，概ね戸建住宅 1 敷地に相当する規模である。  
震災前竣工事例は，K 地区・Y 地区・T 地区では小規模が最も多く，中規模が続き，
大規模は少数である。特に T 地区では大規模は存在しない。マンション化初期から 6 階
建て以上のマンションが建てられていた F 地区のみは，小規模 (11 例 )・中規模 (10 例 )・
大規模(12 例 )それぞれが同程度である。  
震災後竣工事例は，F 地区では震災前と同様に小規模 (8 例 )・中規模 (9 例 )・大規模 (9
例 )それぞれが同程度である。Y 地区では大規模が急増し 10 例と最も多くなっている。
大規模がなかった T 地区でも大規模が 3 例みられるようになり，震災の被害が軽微だっ
た K 地区においても大規模が 2 例建てられた。  
 
 





(1) 敷地規模と建物高さ  
表 4-5 は用途地域，敷地規模別に建物階数を 3 段階に区分して集計したものである。
総延床面積を総建築面積で除した平均階数も算出した。4 地区全体でみると，住居系地




る建物の最高高さ制限のため，西宮市の 2 地区ではほとんどが｢3 階｣であるが，建物の
最高高さ制限のない神戸市の 2 地区では｢4,5 階｣が多い。大規模でも西宮市の 2 地区で




平均階数をみると，住居系地域では西宮市の 2 地区は 4 階未満であるのに対して神戸
市の 2 地区では 4 階以上となる。近商地域では大規模｢6 階以上｣の集積が多い Y 地区で




(2) 供給方式と開発事業者  
1) 供給方式  
表 4-6 は敷地規模別に供給方式を示したものである。4 地区全 157 例のうち 41 例が｢分
譲｣，116 例が｢賃貸｣であり，小・中規模では｢賃貸｣の割合が高く，大規模では｢賃貸｣
と｢分譲｣が同程度である。  
地区別でみると，西宮市の 2 地区は神戸市の 2 地区に比して｢分譲｣の割合が高い。  
2) 開発事業者  
表 4-7 は，開発事業者を｢個人｣と｢法人｣に分類し，供給方式ごとに集計したものであ
る。全 157 例のうち｢法人｣42 例，｢個人｣109 例，｢不明｣が 6 例ある。開発事業者が｢個
人｣の事例は 9 割以上が｢賃貸｣であり，まちづくり協議会役員へのヒアリング調査によ
   　　 　    表4-5 用途地域･敷地規模と建物階数 単位:事例数
3階 4,5階 6階以上 合計 平均階数
K地区 住居系地域 14 4 1 19 (3.2)
大規模 1 3 1 5
中規模 6 - - 6
小規模 7 1 - 8
近商地域 - 2 1 3 (5.2)
大規模 - - - -
中規模 - 2 - 2
小規模 - - 1 1
Y地区 住居系地域 19 6 2 27 (3.6)
大規模 2 3 1 6
中規模 11 1 1 13
小規模 6 2 - 8
近商地域 7 8 10 25 (6.6)
大規模 - - 7 7
中規模 1 1 1 3
小規模 6 7 2 15
F地区 住居系地域 21 22 14 57 (4.1)
大規模 3 5 13 21
中規模 8 8 1 17
小規模 10 9 - 19
近商地域 - 1 1 2 (4.8)
大規模 - - 1 1
中規模 - 1 - 1
小規模 - - - -
T地区 住居系地域 4 11 2 17 (4.0)
大規模 - 1 2 3
中規模 2 3 - 5
小規模 2 7 - 9
近商地域 - 3 4 7 (5.0)
大規模 - - - －
中規模 - - 4 4
小規模 - 3 - 3
4地区計 住居系地域 58 43 19 120 (3.8)
大規模 6 12 17 35
中規模 27 12 2 41
小規模 25 19 - 44
近商地域 7 14 16 37 (6.1)
大規模 - - 8 8
中規模 1 4 5 10
小規模 6 10 3 19
合計 65 57 35 157 (4.3)
 46 
れば，相続時の節税対策や老後の安定収入確保の目的で経営される場合が多い。開発事
業者が｢法人｣の事例は約 8 割が｢分譲｣である。地区別でみると神戸市の 2 地区の｢個人｣
事業者は地区内居住者が多い。  
 






指定であるが，T 地区の 1 例のみは 300％指定の範囲に位置する。近商地域は全て 300％
の指定である。  
1) 敷地規模と容積消化率  
まず，敷地規模と容積消化率の関係をみる。表 4-8 は用途地域，敷地規模別に容積消
化率を集計したものである。  
全 157 例のうち容積消化率｢90%以上｣が 74 例で最も多い。用途地域別でみると近商地
域の方が｢90%以上｣の割合が高い。規模別でみると，容積消化率が高いのは大規模，小
規模，中規模の順である。  
地区別にみると，住居系地域における西宮市の 2 地区と神戸市の 2 地区の差が顕著で
ある。西宮市の 2 地区では小規模において容積消化率｢90％以上｣が最も多く，大規模，
単位：事例数 単位:事例数
分譲 賃貸 合計 分譲 賃貸 合計
K地区 8 14 22 K地区 8 14 22
大規模 4 1 5 個人 3(2) 13(4) 16(6)
中規模 2 6 8 法人 5 1 6
小規模 2 7 9 不明 － － －
Y地区 18 34 52 Y地区 18 34 52
大規模 6 7 13 個人 2(2) 29(19) 31(21)
中規模 4 12 16 法人 14 3 17
小規模 8 15 23 不明 2 2 4
F地区 11 48 59 F地区 11 48 59
大規模 8 14 22 個人 1(1) 41(37) 42(38)
中規模 2 16 18 法人 9 6 15
小規模 1 18 19 不明 1 1 2
T地区 4 20 24 T地区 4 20 24
大規模 2 1 3 個人 1(1) 19(16) 20(17)
中規模 1 8 9 法人 3 1 4
小規模 1 11 12 不明 － － －
4地区計 41 116 157 4地区計 41 116 157
大規模 20 23 43 個人 7(6) 102(76) 109(82)
中規模 9 42 51 法人 31 11 42










西宮市の 2 地区同様容積未消化の事例が多い。  
2) 供給方式と容積消化率  
表 4-9 は供給方式別に容積消化率を集計したものである。4 地区全体では，｢賃貸｣に
おいて容積消化率｢90%以上｣の事例が約 4 割であるが，｢分譲｣では 7 割近い。事業収支
上，｢分譲｣では容積消化が優先されるが，｢賃貸｣では必ずしもそうでないということが
表れている。  
地区別でみると，｢分譲｣については西宮市の 2 地区においては｢80％以上 90％未満｣







K地区 住居系地域 7 8 4 - 19
大規模 2 3 - - 5
中規模 1 2 3 - 6
小規模 4 3 1 - 8
近商地域 2 - 1 - 3
大規模 - - - - -
中規模 1 - 1 - 2
小規模 1 - - - 1
Y地区 住居系地域 10 3 11 3 27
大規模 2 - 1 3 6
中規模 4 2 7 - 13
小規模 4 1 3 - 8
近商地域 14 2 8 1 25
大規模 5 1 1 - 7
中規模 1 - 1 1 3
小規模 8 1 6 - 15
F地区 住居系地域 27 16 12 2 57
大規模 12 4 3 2 21
中規模 6 7 4 - 17
小規模 9 5 5 - 19
近商地域 - - 2 - 2
大規模 - - 1 - 1
中規模 - - 1 - 1
小規模 - - - - -
T地区 住居系地域 9 4 3 1 17
大規模 2 1 - - 3
中規模 1 1 2 1 5
小規模 6 2 1 - 9
近商地域 5 1 1 - 7
大規模 - - - - -
中規模 2 1 1 - 4
小規模 3 - - - 3
４地区計 住居系地域 53 31 30 6 120
大規模 18 8 4 5 35
中規模 12 12 16 1 41
小規模 23 11 10 - 44
近商地域 21 3 12 1 37
大規模 5 1 2 - 8
中規模 4 1 4 1 10






あるいは｢50％以上 80％未満｣の容積未消化の事例が神戸市の 2 地区に比して多い。西
宮市の 2 地区においては，高度地区の北側斜線や地区計画等による高さなどの制限が神
戸市の 2 地区に比して厳しいためと考えられる。｢賃貸｣については Y 地区，F 地区では





























K地区 分譲 3 3 2 － 8
賃貸 6 5 3 － 14
合計 9 8 5 － 22
Y地区 分譲 11 2 5 － 18
賃貸 13 3 14 4 34
合計 24 5 19 4 52
F地区 分譲 9 1 1 － 11
賃貸 18 15 13 2 48
合計 27 16 14 2 59
T地区 分譲 4 － － － 4
賃貸 10 5 4 1 20
合計 14 5 4 1 24
４地区計 分譲 27 6 8 － 41
賃貸 47 28 34 7 116






3) 小・中規模事例の特徴と問題点  
敷地面積 500 ㎡未満の小・中規模事例は全事例数の 7 割強であり，個人事業者の賃貸
が多く，震災前後を通して継続的に集積されてきている。建物高さをみると，建物の最
高高さ制限のある西宮市の 2 地区では 3 階建てが主であるが，建物の最高高さ制限のな















1) ｢阪神・淡路大震災被害実態緊急調査  被災度別建物分布状況図｣(日本都市計画学会関西支
部・日本建築学会近畿支部都市計画部会，1995)を用いて，半数以上の建物が｢全壊又は大
破｣と判定されている街区数によって判断した。建物の被災度評価は、外観の目視により


































4-3-1 相隣関係  
 
(1) 建物配置と隣地の状況  
表 4-10 はマンションの建物配置と隣地の状況を表すために，敷地規模別，方位別に各
事例の 4 辺の敷地境界について敷地内空地の有無と隣地の状況を集計したものである。
各欄の数値は敷地境界辺数である。また，1 事例当たりの敷地境界線 4 辺のうち何辺に
敷地内空地か有するかを 1 事例当たり平均空地辺数として算出している。  
 51 
ここでいう「敷地内空地」とは，マンションの外壁面あるいは各階バルコニー・廊下・
階段等の先端と，それが面する敷地境界線の間の距離が 2m 以上ある空地をいう (図 4-4
参照 )。空地の奥行 2m 以上は，前庭・裏庭などの庭空間，アプローチ空間，駐車空間と
して積極的に利用できる奥行であり，建て詰まりや隣棟間隔確保などの相隣関係に対す
る配慮の現れとみることができる注１）。また，「隣地側空地」とは隣地建物付属の空地，
月極駐車場，あき地である (図 4-4 参照 )。  
まず，4 地区計でみる。1 事例当たり平均空地辺数を敷地規模別に比べると，大規模
事例では 2.40 辺と最も高い値を示し，中規模事例では 1.18 辺と 1.0 辺強，小規模事例
では 0.37 辺と 1.0 辺を大きく下回り，自敷地内に空地をもつ事例がわずかであることを
示している。  
次に，敷地内空地の有無をみていく。敷地内空地｢有｣は，約 30％（186/628 辺）であ
　                         　    表4-10 マンションの建物配置と隣地の状況 単位：敷地境界辺数
敷地外隣地の状況
北 南 東西 北 南 東西 北 南 東西
5 5 10 20 8 8 16 32 9 9 18 36 88
有 5 4 7 16 5 3 1 9 1 2 1 4 29
無 - 1 3 4 3 5 15 23 8 7 17 32 59
- 1 1 2 2 2 1 5 7 - 4 11 18
- - 2 2 1 2 6 9 1 1 3 5 16
- - - - - 1 8 9 - 6 10 16 25
1.32
13 13 26 52 16 16 32 64 23 23 46 92 208
有 12 11 10 33 13 7 4 24 1 - 2 3 60
無 1 2 16 19 3 9 28 40 22 23 44 89 148
1 1 4 6 2 5 3 10 8 7 13 28 44
- - 4 4 - 2 9 11 4 3 7 14 29
- 1 8 9 1 2 16 19 10 13 24 47 75
1.15
22 22 44 88 18 18 36 72 19 19 38 76 236
有 17 18 15 50 7 5 6 18 6 4 2 12 80
無 5 4 29 38 11 13 30 54 13 15 36 64 156
3 2 4 9 5 5 7 17 9 3 8 20 46
2 2 14 18 3 4 7 14 1 5 9 15 47
- - 11 11 3 4 16 23 3 7 19 29 63
1.36
3 3 6 12 9 9 18 36 12 12 24 48 96
有 3 1 - 4 4 1 4 9 2 2 - 4 17
無 - 2 6 8 5 8 14 27 10 10 24 44 79
- 1 3 4 4 3 2 9 5 4 5 14 27
- 1 - 1 - 3 5 8 2 5 4 11 20
- - 3 3 1 2 7 10 3 1 15 19 32
0.71
43 43 86 172 51 51 102 204 63 63 126 252 628
有 37 34 32 103 29 16 15 60 10 8 5 23 186
無 6 9 54 69 22 35 87 144 53 55 121 229 442
4 5 12 21 13 15 13 41 29 14 30 73 135
2 3 20 25 4 11 27 42 8 14 23 45 112















































敷地内空地｢無｣442 辺について隣地の状況をみると，44％ (195/442 辺 )が隣地側空地






宮市の 2 地区に比して神戸市の F 地区・T 地区が低い値となっている。F 地区・T 地区
の事例をみると，大規模では東・西方向に敷地内空地｢無｣の割合が高く，中規模におい
ては東・西方向に加えて南方向の敷地内空地｢無｣の割合も高くなっている。小規模にお
いては調査対象地区 4 地区ともに低い値であるが，大規模・中規模とは逆に西宮市の K
地区・Y 地区において，1 事例当たり平均空地辺数が特に低い値となる。  
 
(2) 主開口の方向と隣地の状況  
表 4-11 はマンションの主開口の方向と隣地の状況を示したものである。主開口はバル
コニーなどの外観から識別し，1 住戸当たりの主開口数は 1 ヶ所とした。数値は主開口
面数である。  
まず，4 地区計でみる。1 事例あたりの平均主開口面数をみると，中規模事例が 1.47
面と最も多く，小規模 (1.35 面 )と大規模 (1.33 面 )は同程度である。主開口方向をみると，
いずれの敷地規模においても南が多いが，大規模になるほどその割合は高い。次に東・
前面道路  
敷 地 境 界 線  


















月 極 駐 車 場  隣 接 建 物 1 


























面 )・Y 地区 (12/14 面 )ではほとんどの主開口方向において敷地内空地｢有｣であるが，そ
れらに比して F 地区 (11/31 面 )・T 地区(2/3 面 )では多くの主開口方向において敷地内空











2 4 3 9 2 8 1 11 4 5 5 14 34
有 2 4 2 8 1 3 - 4 - 2 - 2 14
無 - - 1 1 1 5 1 7 4 3 5 12 20
- - 1 1 1 2 - 3 4 - 3 7 11
- - - - - 2 - 2 - 1 - 1 3
- - - - - 1 1 2 - 2 2 4 6
1.55
1 13 - 14 5 14 3 22 7 12 13 32 68
有 1 11 - 12 4 7 2 13 - - 2 2 27
無 - 2 - 2 1 7 1 9 7 12 11 30 41
- 1 - 1 - 5 1 6 3 7 7 17 24
- - - - - 2 - 2 1 2 1 4 6
- 1 - 1 1 - - 1 3 3 3 9 11
1.31
3 16 12 31 4 9 14 27 5 11 7 23 81
有 3 12 5 20 1 3 3 7 2 3 - 5 32
無 - 4 7 11 3 6 11 20 3 8 7 18 49
- 2 1 3 2 3 6 11 2 3 4 9 23
- 2 3 5 1 1 2 4 - 3 1 4 13
- - 3 3 - 2 3 5 1 2 2 5 13
1.37
- 3 - 3 3 7 5 15 3 9 4 16 34
有 - 1 - 1 1 1 3 5 1 1 - 2 8
無 - 2 - 2 2 6 2 10 2 8 4 14 26
- 1 - 1 2 2 1 5 2 3 - 5 11
- 1 - 1 - 2 1 3 - 4 - 4 8
- - - - - 2 - 2 - 1 4 5 7
1.42
6 36 15 57 14 38 23 75 19 37 29 85 217
有 6 28 7 41 7 14 8 29 3 6 2 11 81
無 - 8 8 16 7 24 15 46 16 31 27 74 136
- 4 2 6 5 12 8 25 11 13 14 38 69
- 3 3 6 1 7 3 11 1 10 2 13 30























































4-3-2 街路側環境  
 
(1) 駐車場 





1) 駐車場の保有状況  
表 4-12 は敷地規模と駐車場の設置率の関係を示したものである。4 地区計でみると大
規模では｢75%以上 100%未満｣が最も多く，「50％以上」が 2/3 を占める。中規模では｢0%
より大きく 50%未満｣が半数強となる。小規模は｢駐車場なし｣が約 2/3 を占める。  
地区別にみる。行政によって早くから具体的な駐車場設置基準が定められていた西宮
市の 2 地区において，地区全体の設置率が高くなっている。特に K 地区で高い。小規模
では，現行の基準では設置義務がない事例が多く，Y 地区・F 地区では｢駐車場なし｣の
割合が高い。しかし，地区全体の設置率が最も高い K 地区では小規模においても設置率












大規模 － － 1 － 3 1 5 83.3
中規模 － 2 1 2 － 3 8 53.9
小規模 3 － 4 2 － － 9 31.3
合計 3 2 6 4 3 4 22 62.5
大規模 － － 2 5 4 2 13 71.2
中規模 2 6 4 3 1 － 16 25.6
小規模 19 1 2 1 － － 23 5.4
合計 21 7 8 9 5 2 52 46.1
大規模 2 5 4 6 5 － 22 48.4
中規模 8 3 5 2 － － 18 14.5
小規模 14 2 1 1 － 1 19 9.5
合計 24 10 10 9 5 1 59 34.7
大規模 － － 1 － 2 － 3 66.4
中規模 1 2 3 2 1 － 9 34.8
小規模 5 5 2 － － － 12 9.0
合計 6 7 6 2 3 － 24 33.9
大規模 2 5 8 11 14 3 43 60.6
中規模 11 13 13 9 2 3 51 25.9
小規模 41 8 9 4 － 1 63 10.9










2) 駐車場の設置のされ方  
表 4-13 は駐車場を保有する事例について，その設置のされ方を示したものである。  
4 地区全体で駐車場所みると「屋外」が半数で，「屋内」と「屋内外併用」がそれぞれ
1/4 である。屋内駐車のうち地下は 1 例，半地下は 5 例でその他はピロティである。規
模別にみると，「屋外」の割合に変わりはないが，大規模で小・中規模に比して「屋内外
併用」の割合が高く，小規模で「屋内」が多くなる。機械駐車は 20 例で大規模 (15 例 )
に多い。串刺し駐車は 45 例で，駐車場を保有する中規模事例の約半数 (19/40 例 )，小規
模事例の大部分 (17/22 例 )は串刺し駐車となる。  
地区別でみると，駐車場所は K 地区で｢屋内｣が多いのがめだつ。これらは小・中規模
に多く，半地下駐車場 4 例を含む。機械駐車は西宮市の 2 地区が神戸市の 2 地区に比し
て多い。特に K 地区 (6/19 例 )において多く，小規模事例でもみられる。F 地区 (3/35 例 )
においては少ない。串刺し駐車は，神戸市の 2 地区が西宮市の 2 地区に比して多い。K






大規模 3 (1) {1} 1 (1) {1} 1 (1) － 5 (3) {2} － 5
中規模 3 － {1} 5 (2) {1} － － － 8 (2) {2} － 8
小規模 2 － {2} 4 (1) {2} － － － 6 (1) {4} 3 9
合計 8 (1) {4} 10 (4) {4} 1 (1) － 19 (6) {8} 3 22
Y地区
大規模 6 (2) － 2 (1) － 5 (4) － 13 (7) － － 13
中規模 10 － {5} 3 － {2} 1 (1) － 14 (1) {7} 2 16
小規模 3 － {3} 1 － {1} － － － 4 － {4} 19 23
合計 19 (2) {8} 6 (1) {3} 6 (5) － 31 (8) {11} 21 52
F地区
大規模 10 － {5} 2 (1) {1} 8 (2) {3} 20 (3) {9} 2 22
中規模 4 － {2} 2 － {2} 4 － {2} 10 － {6} 8 18
小規模 3 － {2} 1 － {1} 1 － {1} 5 － {4} 14 19
合計 17 － {9} 5 (1) {4} 13 (2) {6} 35 (3) {19} 24 59
T地区
大規模 2 (2) － 1 － － － － － 3 (2) － － 3
中規模 2 － {1} 1 － {1} 5 (1) {2} 8 (1) {4} 1 9
小規模 4 － {3} 3 － {2} － － － 7 － {5} 5 12
合計 8 (2) {4} 5 － {3} 5 (1) {2} 18 (3) {9} 6 24
4地区計
大規模 21 (5) {6} 6 (3) {2} 14 (7) {3} 41 (15) {11} 2 43
中規模 19 － {9} 11 (2) {6} 10 (2) {4} 40 (4) {19} 11 51
小規模 12 － {10} 9 (1) {6} 1 － {1} 22 (1) {17} 41 63











と道路境界線の距離が 2m 以上の場合は｢空地有｣，2m 未満の場合は｢空地無｣と判定し




                                                        表4-14　街路側のしつらえ 単位:道路境界辺数
大 中 小 北 南 東･西
街路側空地あり 17 30 43 15 105 62 29 14 48 28 29
↓空地のしつらえ
前庭･植栽 7 8 21 3 39 31 5 3 9 15 15
1 8 4 3 16 9 7 ― 10 ― 6
生垣など ― 4 1 ― 5 4 1 ― 1 ― 4
非透過性塀 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
透過性柵 ― ― 1 ― 1 1 ― ― ― ― 1
なし 1 4 2 3 10 4 6 ― 9 ― 1
9 14 18 9 50 22 17 11 29 13 8
生垣など 1 4 ― 1 6 4 2 ― 3 2 1
非透過性塀 1 2 ― ― 3 ― 2 1 2 1 ―
透過性柵 2 4 1 ― 7 5 2 ― 3 3 1
なし 5 4 17 8 34 13 11 10 21 7 6
街路側空地なし 19 42 40 18 119 15 38 66 43 28 48
↓住棟1階のしつらえ
11 20 23 8 62 14 18 30 25 9 28
生垣など 5 10 3 ― 18 8 5 5 6 3 9
非透過性塀 4 2 4 ― 10 1 4 5 1 1 8
透過性柵 ― ― 3 1 4 2 1 1 2 1 1
なし 2 8 13 7 30 3 8 19 16 4 10
5 4 4 3 16 ― 8 8 5 7 4
生垣など ― 1 ― ― 1 ― 1 ― 1 ― ―
非透過性塀 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
透過性柵 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
なし 5 3 4 3 15 ― 7 8 4 7 4
店舗･事務所 3 18 13 7 41 1 12 28 13 12 16
































道 路 境 界 線  
当 該 マンション  
F 















は｢なし｣が多くなる。住棟 1 階のしつらえが｢店舗・事務所｣となるものは大規模では 1
辺のみであるが，中規模 11 辺，小規模 29 辺みられる。住棟 1 階のしつらえが｢ピロテ
ィ駐車場・サービス｣となるものは全体として少数であり，大規模ではみられない。中規
模 8 辺と小規模 5 辺がみられ，それらの道路境界上のしつらえは 1 辺を除いて｢なし｣で
あり，街路側に剥き出しとなる。  
次に方位別にみる。街路側｢空地有｣では北側接道が 48 辺で最も多く，南側接道 (28 辺)
と東・西側接道(29 辺 )とは同程度である。街路側空地が｢前庭・植栽｣となる事例は北側




街路側｢空地無｣では，北側接道 43 辺，東・西側接道 48 辺と同程度であり，ともに｢住
棟壁面・バルコニー・階段等｣が街路に直接面するものが最も多い。道路境界上のしつら
えをみると，北側接道では｢生垣など｣が 6/25 辺であるが、東・西側接道では 9/28 辺と
やや高い割合となる。  
地区別の特徴をみる。K 地区・Y 地区では街路に面して設置された｢駐車場・サービス｣
や街路に直接面する住棟 1 階部分を｢生垣など｣で囲う事例が多いが，F 地区・T 地区で
は少なく，街路側に剥き出しになる事例の割合が高い。F 地区では街路側空地が｢前庭・

























2) 小・中規模マンション  
















































































































































































2) 敷地規模ごとの市街地立地マンションの住環境への対応  
敷地規模ごとの市街地立地マンションの特徴と問題点をみてみる。  

























































(2) 大規模マンションと相隣関係  
敷地面積 500 ㎡以上の大規模敷地のマンションは 6 階建て以上の高層棟となる事例が
多い。特に震災後にその傾向が強くなってきている。高層の大規模マンションでは，低
層既成市街地のなかで様々なかたちで相隣関係上の問題がみられる。  











(表 2-3 参照 )には法的拘束力はなく，計画は変更されなかった。  
〈事例 5〉は震災前に住居系用途地域に建てられた高級マンションである。開発事業者
は大手法人で，当初 7 階建ての計画であったものが，約 1 年間の地元自治会との交渉の












〈事例 6〉は，ほぼ正方形の敷地で許容容積率を確保しようと C 字型の住棟形状になっ
た例である。5 階建てで，斜線制限のために上層階はセットバックしている。隣地建物





























〈事例 11〉は，半地下を駐車場とした，いわば 3.5 階であり，このような事例は西宮市
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〈事例 4〉大規模分譲 (K 地区 ) 



















〈事例 5〉大規模分譲 (K 地区 ) 
 65 
事例 地区 敷地面積(㎡) 容積消化率 指定容積率(%) 戸数(戸) 階数(階)
〈事例1〉大規模分譲 K地区 4,301.2 80%以上90%未満 200 64 4
〈事例2〉大規模分譲 Ｆ地区 4,510.6 90%以上 200 121 10
〈事例3〉大規模分譲 T地区 2,405.0 90%以上 200 63 6
〈事例4〉大規模分譲 K地区 980.3 90%以上 200 19 6
〈事例5〉大規模分譲 K地区 1,101.1 90%以上 200 17 4
〈事例6〉中規模賃貸 Ｆ地区 382.9 90%以上 200 16 5
〈事例7〉小規模賃貸 T地区 256.2 90%以上 200 20 4
〈事例8〉小規模賃貸 T地区 202.5 80%以上90%未満 200 9 3
〈事例9〉中規模賃貸 K地区 387.2 80%以上90%未満 200 9 3
〈事例10〉小規模賃貸 Ｙ地区 270.4 50%以上80%未満 200 6 3
〈事例11〉中規模分譲 K地区 344.4 80%以上90%未満 200 6 3
〈事例12〉大規模賃貸 Ｙ地区 1,150.8 50％以下 200 15 3
表5‐1 選出事例の諸元
〈事例 11〉中規模分譲 (K 地区 ) 
図 5-1 選出事例配置図・外観写真  
















〈事例 10〉小規模賃貸 (Y 地区 ) 
〈事例 6〉中規模賃貸 (F 地区 ) 
1.大規模分譲(K地区) 
 































6-1 本研究で得られた知見  
まず，本論文の各章で得られた知見を以下にまとめる。  





抑制 )に対する個別対応の規制に留まっていることを明らかにした。  
 



































(3) 既成住宅市街地におけるマンション化とマンション建築の住環境への対応  
4 章及び 5 章においては，既成住宅市街地におけるマンション化，マンション建築の
住環境への対応の実態とそこから示唆されることを考察した。  







2) 敷地規模ごとの市街地立地マンションの住環境への対応  


















































































































































































































































K-01 個人･地区外 215 小 ◎ ○ 3 8 ― 0 賃 後 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-02 個人･地区外 489 中 ○ △ 3 9 5 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-03 個人･地区内 432 中 ○ △ 3 7 8 0 分 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-04 個人･地区内 182 小 ◎ ◎ 3 7 ― 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-05 個人･地区外 920 大 △ ○ 4 20 7 12 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) ― 12m
K-06 個人･地区外 249 小 ○ △ 3 5 2 0 分 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-07 個人･地区外 233 小 ◎ ◎ 3 9 ― 0 賃 後 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-08 個人･地区外 455 中 △ △ 3 9 2 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-09 個人･地区外 241 小 ◎ ◎ 3(1) 6 2 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-10 個人･地区内 270 小 ◎ ◎ 4 10 4 4 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-11 個人･地区内 558 大 ◎ ○ 3 12 10 6 分 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) ― 12m
K-12 法人･県外 1,101 大 ◎ ◎ 4 17 17 9 分 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) ― 12m
K-13 個人･地区内 324 中 ○ ◎ 3 8 3 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-14 法人･県内 221 小 ◎ ○ 3(1) 6 2 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-15 法人･県内 344 中 ◎ ○ 3(1) 6 6 0 分 後 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-16 個人･地区外 387 中 ◎ ○ 3 9 2 0 賃 後 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-17 個人･地区内 299 小 ◎ ○ 3 6 3 0 賃 前 １種中高層 60 200 第１種(15m) 3階・10m 12m
K-18 個人･地区外 379 中 ○ ◎ 5(1) 12(4) 8 9 賃 前 近隣商業 80 300 第5種(min7m) ― 20m
K-19 法人･県外 273 小 ◎ ◎ 6 10(1) 8 5 分 後 近隣商業 80 300 第5種(min7m) ― 20m
K-20 個人･地区外 453 中 △ △ 5 16(1) 7 7 賃 後 近隣商業 80 300 第5種(min7m) ― 20m
K-21 法人･県外 4,301 大 ◎ ○ 4 64 60 52 分 後 １種中高層 60 200 第１種(15m) ― 12m





















































Y-01 個人･地区外 1,011 大 ○ ◎ 4 21 17 13 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） ― 20m
Y-02 個人･地区外 350 中 △ △ 3 6 5 0 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-03 法人・市内 110 小 ◎ ◎ 4 12 0 3 分 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-04 個人･地区内 1,151 大 △ × 3 15 11 8 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） ― 20m
Y-05 個人･地区内 128 小 ◎ ◎ 3 6 ― 0 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 12ｍ
Y-06 個人･地区内 840 大 × × 3 12 5 6 賃 後 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） ― 12ｍ
Y-07 個人･地区内 270 小 △ △ 3 6 3 0 賃 後 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-08 法人・県外 391 中 ◎ ◎ 3(1) 9(1) 3 4 分 前 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-09 個人･地区内 139 小 ◎ ○ 3 7 2 0 賃 前 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-10 個人･地区外 461 中 ◎ △ 3(1) 9 3 0 分 前 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-11 個人･地区内 270 小 ◎ ◎ 3 6 ― 0 賃 前 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-12 法人･県外 193 小 ○ △ 3 6 ― 0 分 後 1種中高層 60 200 第2種（20ｍ） 3階・10m 12ｍ
Y-13 法人・市内 158 小 ◎ ◎ 4 18(2) ― 5 分 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-14 法人・県内 433 中 △ ◎ 6 33 4 9 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-15 不明 380 中 ○ △ 3 24 5 5 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-16 個人･地区外 424 中 ◎ ◎ 3 12(3) 2 6 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-17 個人･地区内 342 中 ◎ ○ 3 10(2) ― 7 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 12ｍ
Y-18 個人･地区内 377 中 ○ △ 3 10(2) ― 7 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 12ｍ
Y-19 個人･地区内 654 大 × × 4 8 14 4 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） ― 12ｍ
Y-20 個人･地区内 223 小 △ △ 3 6 2 0 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 12ｍ
Y-21 法人･地区外 479 中 △ △ 3 9 5 0 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 12ｍ
Y-22 個人･地区外 1,184 大 × △ 5 24(1) 22 16 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） ― 20m
Y-23 法人･市内 1,030 大 △ ◎ 8 32 28 12 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-24 個人･地区外 350 中 ○ △ 3 12 1 5 賃 後 1種住居/近商 60/80 200/300 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20ｍ
Y-25 不明 157 小 △ △ 4 8(1) ― 0 分 前 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-26 個人･地区内 316 中 ◎ ○ 3 12 6 6 賃 前 1種住居/近商 60/80 200/300 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20ｍ
Y-27 個人･地区外 490 中 ○ ◎ 4 11 4 6 賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-28 個人･地区内 355 中 ○ △ 3 11 2 4 分+賃 前 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） 3階・10m 20m
Y-29 個人・不明 135 小 △ ○ 3(1) 3(1) ― 0 分 前 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-30 個人･地区内 813 大 △ ◎ 6 19 17 10 賃 後 １種住居 60 200 第4種（斜線のみ） ― 12ｍ
Y-31 個人･地区内 355 中 △ △ 5 13 2 5 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-32 個人･地区外 134 小 △ △ 3 4 ― 0 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-33 不明 134 小 △ △ 3 9 ― 0 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-34 個人･地区外 111 小 ◎ ◎ 4 7(1) ― 0 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 20ｍ
Y-35 法人･県外 1,093 大 △ ◎ 9 40 20 14 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-36 個人･地区内 165 小 ○ ◎ 5 8(1) ― 0 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-37 個人･地区内 93 小 ◎ ◎ 4 7(1) ― 0 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-38 個人･地区外 143 小 ○ ◎ 5 8(1) ― 0 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-39 法人･市内 64 小 ◎ ◎ 4 3(1) ― 0 分 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-40 法人･県外 465 中 △ ◎ 8 20 7 7 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-41 法人･県外 292 小 ○ ◎ 6 15(3) 2 9 分 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-43 法人・県内 1,216 大 △ ◎ 8(1) 43 16 16 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-44 法人･県外 1,561 大 × △ 8 42 29 15 分 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-45 法人・市内 100 小 △ △ 3 6(1) ― 0 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-46 個人･地区内 120 小 △ △ 3 4(2) ― 0 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-47 個人･地区内 240 小 ○ △ 3 5(5) ― 3 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-48 法人･県外 1,471 大 × ○ 11 44 33 27 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-49 個人･地区内 1,292 大 × ◎ 10 40 27 24 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-50 個人･地区内 68 小 △ ◎ 4 6 ― 0 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-51 法人･県外 109 小 △ ◎ 7 6(1) ― 0 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ
Y-52 法人･県外 2,452 大 △ ◎ 11 98 73 35 分 後 近隣商業 80 300 ― ― 30ｍ





















































F-01 法人･市内 515 大 △ ◎ 6 19 ― 4 分 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-02 個人・地区内 152 小 ◎ ◎ 4 7(3) ― 2 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-03 個人･地区内 690 大 ◎ ◎ 5 34(1) 8 8 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-04 法人・地区内 937 大 △ △ 7 29(9) 9 8 分 前 近隣商業 80 300 ― ― ―
F-05 個人・地区内 395 中 △ △ 4 24(7) ― 4 賃 前 近隣商業 80 300 ― ― ―
F-06 法人･不明 383 中 ◎ ◎ 4 14 ― 3 分 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-07 個人・地区内 705 大 △ ◎ 10 42 12 17 分 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-08 個人・地区内 134 小 ◎ △ 3 4(1) ― 0 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-09 個人・地区内 383 中 ○ ◎ 5 16 ― 4 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-10 法人・県外 503 大 △ ◎ 6 14 2 3 分 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-11 法人・県外 226 小 ◎ ◎ 4 7 ― 0 分 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-12 個人・地区内 365 中 ◎ ○ 3 11 4 2 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-13 個人･地区内 172 小 ◎ ◎ 4 5(1) ― 0 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-14 個人･地区内 219 小 ○ ◎ 4 14(1) ― 2 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-15 個人･地区内 491 中 △ ○ 6 26 7 3 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-16 個人･地区内 336 中 ◎ ○ 3 12 ― 3 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-17 個人･地区内 742 大 ◎ ◎ 4 36 6 8 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-18 個人･地区内 788 大 ◎ △ 3 18 13 4 賃 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-19 個人･地区内 51 小 ◎ ◎ 4 4 ― 0 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-20 法人・県外 525 大 △ ◎ 6 18 11 4 分 前 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-21 個人･地区内 569 大 △ ○ 4 15 6 3 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-22 個人･地区内 350 中 ◎ ◎ 4 15 ― 3 賃 後 第1種住居 60 200 第5種（斜線のみ） ― ―
F-23 個人･地区内 201 小 ◎ ○ 3 5(4) ― 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-24 個人･地区内 318 中 △ △ 3 6 3 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-25 個人･地区内 200 小 △ △ 3 7 1 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-26 個人･地区内 163 小 ◎ ◎ 5 11(1) ― 3 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-27 個人･地区内 404 中 △ △ 3 9 2 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-28 個人･地区内 117 小 ◎ ○ 3 3 2 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-29 法人・地区内 566 大 ○ △ 3 8(1) 6 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-30 個人･地区内 544 大 △ ○ 4 16 ― 5 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-31 法人・県内 585 大 × ○ 6 18 15 6 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-32 個人･地区内 92 小 ◎ ○ 3 2(1) ― 0 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-33 法人・県外 4,511 大 △ ◎ 10 121 96 85 分 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-34 個人･地区内 796 大 △ × 3 20 13 6 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-35 法人･県内 654 大 ○ ◎ 6 27 5 8 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-36 法人・県外 497 中 ○ ○ 5 40 6 10 分 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-37 個人･地区内 248 小 ◎ △ 3 11 2 3 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-38 個人･地区内 493 中 ◎ △ 3 15 0 5 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-39 個人･地区内 926 大 × △ 6 17 10 6 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-40 個人･地区外 1,610 大 △ ○ 6 46 23 23 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-41 法人・県外 1,704 大 △ ◎ 6 51 39 26 分 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-42 個人･地区内 368 中 ◎ ○ 3 9 1 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-43 個人･地区外 248 小 △ △ 3 6 6 0 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-44 法人・県内 233 小 ◎ ○ 4 7 2 0 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-45 法人・県外 491 中 △ ○ 5 12(1) 7 4 賃 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-46 個人･地区外 543 大 △ × 4 16 13 3 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-47 個人･地区外 330 中 ○ △ 3 12 ― 4 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-48 個人･地区内 137 小 ○ △ 3 12 ― 2 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-49 不明 197 小 ◎ ○ 3 12 ― 2 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-50 法人・県内 338 中 ◎ ○ 4 34 ― 9 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-51 法人・県内 1,116 大 ○ ◎ 6 31 16 10 分 後 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-52 個人･地区内 318 中 ◎ △ 3 11 3 3 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-53 個人･地区内 375 中 ◎ ◎ 4 9（4） 3 4 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-54 個人･地区内 216 小 ◎ △ 3 8(4) ― 2 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-55 個人･地区内 92 小 ◎ ◎ 4 6(1) ― 0 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-56 個人･地区内 581 大 ○ ◎ 6 36 16 17 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-57 個人･地区内 1,050 大 ○ ◎ 7 45 20 22 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
F-58 個人･地区内 159 小 ◎ ◎ 4 6 ― 0 賃 前 第1種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―

















































































































































T-01 個人・地区内 256 小 ◎ ◎ 4 20 2 3 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-02 個人･地区外 270 小 ◎ ◎ 4 23 ― 4 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-03 個人・地区内 383 中 ○ ○ 4 10(1) 8 4 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-04 個人･地区内 243 小 ◎ ◎ 4 15 1 5 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-05 法人・県外 471 中 △ △ 4 15 5 5 賃 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-06 個人･地区内 202 小 ◎ ○ 3 9 3 － 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-07 個人･地区内 194 小 ◎ ◎ 5 11(1) ― 4 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-08 個人･地区外 456 中 △ △ 4 17 11 6 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-09 個人･地区内 134 小 ◎ ◎ 4 5 1 － 分 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-10 法人・県外 2,405 大 ○ ◎ 6 63 51 32 分 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-11 個人・地区外 486 中 × △ 7 14 8 2 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― ―
T-12 個人･地区内 258 小 ○ ◎ 5 11(4) 2 2 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― ―
T-13 個人・地区内 417 中 ◎ ◎ 3 16(2) ― 6 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-14 個人・地区内 199 小 ◎ △ 3 4 2 － 賃 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-15 個人･地区内 267 小 ◎ ○ 4 12 2 4 賃 前 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-16 法人・県外 750 大 △ ◎ 9 29 8 6 分 後 第１種住居 60 300 第4種（斜線のみ） ― ―
T-17 個人･地区内 446 中 × × 3 12 5 2 賃 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-18 個人・地区内 205 小 ◎ ◎ 4 9(1) ― 3 賃 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-19 個人･地区内 532 大 ○ ○ 4 15(2) 12 6 賃 後 第１種中高層 60 200 第4種（斜線のみ） ― ―
T-20 個人･地区内 399 中 △ ○ 6 10(1) 2 2 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― ―
T-21 個人・地区内 403 中 ○ ◎ 6 25 3 3 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― ―
T-22 個人･地区内 155 小 ◎ ◎ 5 8(1) ― － 賃 後 近隣商業 80 300 ― ― ―
T-23 法人・県内 416 中 △ ◎ 9 16 5 2 分 後 近隣商業 80 300 ― ― ―































































































































































































2004 年 1 月  
徳尾野 徹  
